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農林水産省農 蚕園芸局植物 防疫課農薬対策室 木

は じ め に

農薬危害防止運動月 聞 に ち な んで， そ の概要 を示す と
と も に， そ の背景であ る 農薬の安全使用全般 に つ い て，

各種基準 を 中心 に以下に概 略す る 。

I 農薬危害防止運動とは

農薬危害 防止運動 は ， 厚生省及び都道府県 と の共催
で 昭和 28 年か ら実施 さ れて き て お り ， 当初は有機 リ ン剤

等 に よ る 散布中の 中毒事 故の 防止のた め の運動であ っ た

が， 現 在で は幅広い観 点、か らの種々 の取 り 組みがな さ れ

て い る 。

す なわ ち ， 危被害事 故や無登録農薬等の不 法販売の 防

止に加え， 農産物の安全性確保や生活環境の保全の観点

か ら の農薬の適正使用指導の徹底， ゴル フ場等農 耕地以

外の場所での農薬使用 の適正化， 消費者等 広く 一般への

農薬の正 し い理解の普及等 も 目 的 と し て ， テ レ ビ， ラ ジ

オ 等の放送， ポ ス タ ー の掲示， 新 聞に よ る 広報な ど の活

動が進め られて い る 。

こ の よ う に 農薬危害防止運動の 幅が 広が っ た こ と に 伴

い， 特に各都道府県 に お い て は， 発生予察事業， 農薬安

全指導等 特別対策事業， 農薬安全使用推 進・ 啓発事業，

農薬水質影響総 合対策事業等 を積極的 に活用 し， 農薬の

適正使用指導の徹底を 図 り ， 散布者の安全確保 はも と よ

り ， 農産物の安全確保や生活環境保全の取 り 組み を 行 う

こ と と し て い る 。

E 農作物の安全の確保について

残留農薬基準 と は， 厚生省が 食品 衛生 法に基づい て定

めた 食品規 格であ り ， こ の規 格に 合わ な い 食品の製 造，

加工， 販売， 使用 を し て は ならない こ と と な っ て お り ，

基準 値を オ ー バー し た 農 産物 は販売で き ず， 罰則が適用

さ れ る 場 合があ る 。 本基準 は 昭和 53 年 ま でに 26 農薬 に

つ い て設定 さ れて以降， 平成3 年 ま では改正 は な か っ た

が， 平成 4年以降 追加さ れて お り ， 現在 は 合計89 農薬 に

つ い て設定 さ れて い る 。

残留農薬基準の設定 さ れた も の で圏内 で登録の ある 農

薬 に つ い て ， 農薬の安全かつ適正な使用 に つ い て の指導
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を一層進め る た め， 農薬取締 法に基づ き ， 農薬の使用 の
時 期及び方 法そ の他の事項 に つ い て使用 す る 者が 道守す
る こ と が望 ま し い基準 を定め， 公表 し て い る 。 本基準 は
昭和 53 年 ま でに 20 農薬 に つ い て設定 さ れて 以降， 平成
3 年ま で は改正 は な か っ た が， 平成 4年 11 月 に 全部改正
を行い， 以後毎年 2 回のペー ス で追加設定， 削除 ま た は

一部改正 を行っ て お り ， 現在 は 合計68 農薬 に つ い て 公表
し て い る 。

ま た ， 農薬登録の た め に 環境庁長 官が， 農作物な ど の

利用が原 因と な っ て人畜 に被害 を生ず る お そ れが あ る か

ど う かの基準 を 定め る こ と と な っ て い る 。 当該農薬 を 食

用作物に使用す る 際， こ の基準 値を超え る よ う な使用方

法の 申請は保留 さ れ る こ と か ら， 作物残留 に 係 る 農薬登

録保留基準 と 呼ばれて い る が， 上記の残留農薬基準が定

め られ て い れ ば， そ れが農薬登録保留基準 に な る 。 な

お， 農薬登録保留基準 を 決め る と き の毒性学的資料の評

価な ど は残留農薬基準の場 合と 同様であ る 。 た だ し ， こ

れか ら使用 さ れ る 農薬 なの で野菜類や果実類 と い っ た 食

品群 ご と に定め る のが通例 と な っ て い る 。

安全使用基準や登録保留基準 に 定 め られた範囲での具

体的な使用時 期， 回数等 は 農薬の ラ ベル に記載 さ れて い

る 。

皿 環境の保全について

平 成 4年 12 月 に は水道 法に基づ く 水道水の水質基準

が， 平 成5 年 3 月 に は環境基本 法 (当 時 は公害対策基本

法) に基づ く 水質汚濁 に 係 る 環境基準の う ち 人の健康の

保護に関す る 環境基準が， そ れぞれ改正 さ れ， 水質汚濁

防止 法に基づい て ， 公共用水域等の水質の汚濁状況の監

視等が行わ れて い る 。 ま た， 水田で使用 さ れ る 農薬 に つ

い て は， 登録検査段階で作物残留 と 同様 に 水質 汚濁 に 関

し て も 登録保留基準 を設定す る こ と と な り ， 本基準 を超

え る 場 合は登録が保留 さ れ る こ と に な る 。

使用場面 に つ い て は， 従来 よ り ， r水産動物の被害の 防

止に関す る 安全使用基準J は設定 さ れて い た が， 平成6 年

4 月 19 日 に は環境基準 の 設定 さ れ た 4 農薬 に つ い て 適

正使用 の徹底を 図 る た め， r水質汚濁の 防止 に 関す る 安全

使用基準 」が 新設 さ れた 。

ま た ， 農薬取締 法に基づ き 水質 汚濁性農薬の指定が行

われて い る 。 従来 よ り ， 魚の 被害の 防止の観点か ら 現在一一一 I 
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表ー1 段薬関係基準・指針一覧

基準等の名称又は略称 根拠法令等 設定l主3定数 最終改正

安全使用基準(作物残留) 段薬取締法 68 平6 . 4 . 19

同(水産動物の被害防止) 向上 38 向上

同(水質汚濁の 防止) 向上 4 向上
同(空中散布) 同上 43 向上

登録保留基準(作物残留) 向上 221 平6 . 4 . 6

同(水質汚濁のl防止) 向上 22 向上

残留良薬基準 食品衛生法 89 平5 . 9.14

水道水質基準(基準項 目 ) 水道法 4 平4 . 12 . 21

同(監視項 目 ) 通達(厚生省) 11 向上
水質環境基準(健康項 目 ) 環境基本法 4 平5.3 . 8

同(要監視頃白) 通達(環境庁) 12 同上
公共用水域等 に お け る 長 同 上 27 平6 .4 . 15

薬の水質評価指針
土壌環境基準 環境基本法 5 平6.2 . 2 1
ゴルフ場で使用され る 段 通達(烈境庁) 30 司<4 . 12.21

薬 に よ る 水質汚洛)の防止
に 係 る 暫定指導指針

登録されているものではべンソ・ェピン及びロテノンが指
定されていたが，平成6年4月18日に人畜の被害の防止
の観点からシマジンが指定された。 水質汚濁性農薬に指
定されると， 都道府県知事が必要に応じて規則により 許
可制とすることができ るほか， 販売店においては， より
詳細な帳簿の記載が求められ， 使用者においては， 改良
普及員や病害虫防除員または必要に応じて農薬管寝指導
土， 緑の安全管理士等の指導または講習会を受けるよう
に努めなければならない。

なお， 水道水質基準や環境基準は， 生涯にわたる連続
的な摂取をしても健康に影響が生じない水準を基とし，
安全性を十分考慮、して設定されており ， 公共用水域の水
質の評価は年 間平均値で行うべき ものとされており ， 表

ーlにあげた要監視項目や水質評価指針においても同様
の考え方である。

空中散布については， 従来より 「農林水産航空事業実
施指導要領」に基づき 対策が講じられてき たが， 危害防
止を一層徹底するため， 平成6年4月1 9日に「航空機を
利用して行う農薬の散布に関する安全使用基準Jが新設
された(本号31ページの トピックス「農薬による水質影
響関連対策の最近の動き j参照)。

IV 使用者の安全確保等について

それぞれの炭薬について， その毒性試験結果及び作物
ごとの使用方法での暴露量から農薬使用者の健康を保護
するため， マスク， メガネ， 防除衣等の防護器具及びそ
の他の注意事項が， それぞれの農薬のラベルに記載され
ている。

また， 昨年， 石灰硫黄合剤を他の資材と混用した不適
正な使用による事故も起こっているが， そのような注意
事項が農薬のラベルに記載されているので， よく読んで
使用する必要がある。

その他の危害防止については作物及び後作物への薬害
の防止， 周辺の養蜂・養蚕・家屋・自動車の塗装等への
危害防止についても配慮が必要である。

お わ り に

上記の各種基準等に従って定められた適正な使用方法
は， それぞれの農薬のラベルに記載されているので， よ
く読んで正しく使用することが重要である。

なお， 農薬の種類ごとに設定されている基準・指針は
多数あり ， それぞれの細かい内容についてはふれられな
かったので， 表-1 を参照されたい。

新い イ植物防疫」 専用合本 フ ァ イ ル

本誌名金文字入・美麗装頗

本誌B5判1 2冊 1年分が簡単にご自分で製本でき る。
①貴方の書棚を飾る美しい外観。 ②穴もあけず糊も使わず合本でき る。
③冊誌を傷めず保存でき る。 ④中のいずれでも取外しが簡単にでき る。
⑤製本費がはぶける。 ⑥表紙がビニー/レクロスになり 丈夫になった。

改訂定価 1部 720円 送料 390円

ご希望の方は現金・振替で直接本会へお申込み下さい。
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